
第

853

号

(2－2）

、／、／、一

S
リーダ季アークラブ曇

●●守eq●｡p■凸争p寺■●寺q■◆◆●bcec■凸■巳毎巳●｡■■●■■己■■■■■■P画■甲■■P■画.■■.ﾏｰﾛ画.ローママ■.■■.■守口守･ロ画一=■■qP=．■.｡■、ロローーーー■画一■一画ローーーーーーーーーーーー~･.===手一一一’･’▽

b・・｡◆・等◆■■凸申色。｡■■・・・ロ・■。｡・・・・P血Dep◆｡“●・◆ロ◆●●、．D･DQ“凸ロ●色“｡｡□■ロ●ロ●D●●●D●D■●_申_ﾛ句_ﾛー ･-●-台_●_旬_･_■_ﾛー ●豆Qp_申_b全_Q且Q食卓全旦夕二全p食全月旦全･旦全且P.？

蕊蕊蕊蕊灘鴬撤認識議蝋麟蕊燕蕊藤

リーダァスクラブFAXニュース

(1997年）稲9年 6月23日月曜日

株式会社 FPｼﾐｭﾚー ｼｮﾝ
大阪市中央区平野町3-1-10Tel:06-209-7678

編集発行人：税理士三輪厚二Fax:06-209-8145

◇

債権放棄の通知方法

Q:当社の取引先であるA社は、債務超過

の状態が継続し、かつ、A社の業績及び資産

状況等からみて、売掛金である1.000万円は

回収が全く見込まれない状況にあります。

そこで、A社に対して売掛金の債務免除を

したいと考えているのですが、公正証書で通

知しなければならないのでしょうか。

J:必ずしも公正証書等の公証力のある書

面による必要はありません。

【解説】

法人の有する貸付金、売掛金その他の債権

(貸金等）について、債務者の債務超過の状

態が相当期間継続し、その貸金等の弁済を受

けることができないと認められる場合におい

て、その債務者に対して書面により明らかに

された債務免除額については、その事実が発

生した日の属する事業年度において貸倒損失

として損金の額に算入することとされていま

す ◎

この場合、必ずしも当事者間の協議により

締結された契約による必要はなく、債権者た

る法人が債務者に対して書面により債務免除

の事実を明らかにしていれば足ります。

したがって、この場合の書面は、必ずしも

公正証書、内容証明郵便等の公証力のある書

面による必要はなく、特定の債務のいくらの

金額について免除があったかを明示した書面

であれば足りると思われます。
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